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定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 25 年３月 25 日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、

全部取得条項に係る定款一部変更及び全部取得条項付普通株式（下記Ⅰ．１．（１）②におい

て定義いたします。）の取得について、平成 25 年４月 12 日開催予定の当社臨時株主総会（以

下「本臨時株主総会」といいます。）に付議することを決議し、また、全部取得条項に係る定

款一部変更について、本臨時株主総会と同時開催予定の当社普通株式を有する株主の皆様を構

成員とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）に付議することを決議いた

しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 
 
Ⅰ．当社の完全子会社化のための当社定款の一部変更について 
１．種類株式発行に係る定款一部変更の件（以下「定款一部変更の件（Ａ）」といいます。 
（１） 変更の理由 

平成 25 年２月 27 日付当社プレスリリース「株式会社富士薬品による当社普通株式及び新株

予約権に対する公開買付けの結果並びに親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお

知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、株式会社富士薬品（以下「富士薬品」といいま

す。）は、平成 25 年１月 10 日から平成 25 年２月 26 日まで、当社普通株式及び新株予約権に

対して公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行い、同年３月１日（本公開買付

けの決済開始日）をもって、当社普通株式 1,599,900 株（当社の総株主の議決権の数（当社が

平成 25 年２月 14 日付で提出した第 12 期第２四半期報告書に記載された平成 24 年 12 月 31 日

現在の発行済株式総数（1,623,000 株）に、当社が平成 24 年９月 27 日に提出した第 11 期有

価証券報告書に記載された平成 24 年６月 30 日現在の新株予約権対象株式数（42,300 株）の

うち平成 25 年２月８日に権利行使された 41,700 株を加えた合計（1,664,700 株）に係る議決

権の数）16,647 個に占める割合 96.11％（小数点以下第三位を四捨五入））を保有するに至っ

ております。 

 

また、平成25年１月９日付当社プレスリリース「株式会社富士薬品との資本業務提携契約の

締結及びこれによる当社株券等に対する公開買付けに関する賛同表明についてのお知らせ」

（以下「１月９日付プレスリリース」といいます。）にてお知らせいたしましたとおり、富士

薬品は、昭和29年の創業以来、配置薬事業を礎として事業を全国拡大し、複合型医薬品企業と

して現在では配置薬事業に加え、ドラッグストア事業、薬品製造事業、その他を行っておりま



 

す。 

近年は、個人消費の低迷や東日本大震災による得意顧客の喪失などにより厳しい経営環境が

継続しておりますが、富士薬品は、「元気を届ける」というイメージ戦略のもと、全国規模の

販売網を活かしたきめ細かい営業活動、顧客訪問の徹底などによって、顧客の需要に応えてい

るとのことです。富士薬品は、配置薬事業に係る拠点として、全国に295か所の営業所を有し

ていることに加え、平成４年に開始したドラッグストア事業においても、積極的な出店戦略な

どにより事業を拡大した結果、「セイムス」の店舗名を中心に全国で383店舗を運営しています。 

一方、当社グループは、当社及び連結子会社３社で構成され、「質の高い健康を提案するト

ータルコーディネート会社」を経営理念とし、調剤薬局事業、福祉事業、並びに不動産関連事

業を営んでおります。当社グループは、創業以来調剤薬局事業を基盤とし、現在は調剤薬局23

店舗を直営展開しております。これら調剤薬局店舗は、出店地域を集中させることによる事業

基盤の強化及び機動的な人員シフト等による効率運営の実現を企図したドミナント戦略により、

すべて北海道内に存在しております。また、当社グループは、平成15年には収益の多角化のた

め、グループホームを開所し福祉事業に参入、札幌市内の２つの施設においてグループホーム

及びデイサービスを経営しております。 

富士薬品及び当社は、平成24年２月頃、富士薬品の配置薬事業と当社グループの調剤薬局事

業及び福祉事業との間の相乗効果の発揮を意図した業務提携に関する協議を開始いたしました。

当該協議の具体的内容としては、主に、(ⅰ)当社グループの調剤薬局事業と富士薬品の配置薬

事業（当社の重要な事業基盤である北海道において22か所の営業所を有しております。）間の

北海道地域におけるマーケティング活動における連携、(ⅱ)当社グループの調剤薬局と富士薬

品製造部門とが連携することによる顧客ニーズに基づいた新製品の開発、及び(ⅲ)富士薬品経

営資源を活用した当社グループの福祉事業の更なる積極展開に関する検討がなされました。 

かかる検討の過程において、富士薬品は、当社グループの施設の視察、並びに当社との複数

回の協議を重ねた結果、富士薬品及び当社間のマーケティング活動並びに製品開発における連

携をより強固なものにし、また、当社グループの福祉事業に対する富士薬品経営資源の投入を

より迅速かつ有効なものにすることで、富士薬品及び当社の企業価値を最大化させるには、当

社を富士薬品の完全子会社とする方策が最良であると判断し、富士薬品より、当社の第一位の

主要株主であり、かつ代表取締役社長を務める村上睦氏に対して、本公開買付け及びその後の

完全子会社化についての考え方及び基礎的な条件を提案しました。当該提案について、村上睦

氏が前向きな返答をしたことを受け、当社、村上睦氏及び富士薬品は、本公開買付け及びその

後の完全子会社化の具体的な条件に係る協議・交渉を開始いたしました。 

その後、富士薬品による当社グループに対するデュー・ディリジェンスを経て、当社、村上

睦氏及び公開買付者の間で更に協議を進めた結果、当社としては、富士薬品を戦略的事業パー

トナーとしながら、富士薬品の完全子会社として事業展開していくことが、富士薬品及び当社

間のマーケティング活動並びに製品開発における連携をより強固なものにし、また、当社グル

ープの福祉事業に対する富士薬品経営資源の投入をより迅速かつ有効なものにすることに繋が

り、中長期的に当社の企業価値の向上を実現していくために有効であると判断し、更に本公開

買付け及びその後の完全子会社化に係る諸条件並びに事業運営の方針についての合意に至った

ことから、平成25年１月９日開催の当社取締役会において、本公開買付けについて賛同の意を

表明するとともに、当社の株主の皆様が本公開買付けに応募されることを勧める旨を決議する

に至りました。 

そして、上記のとおり、本公開買付けは平成25年２月26日に終了し、本公開買付けの公開買

付け者である富士薬品は、平成25年３月１日（本公開買付けの決済開始日）をもって、当社普

通株式1,599,900株を保有するに至っております。 

以上を踏まえ、平成25年３月25日開催の取締役会において、本臨時株主総会及び本種類株主



 

総会において株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、以下の①～③の方法により、

富士薬品が当社の発行済株式の全てを保有する会社となるための手続（以下「本完全子会社化

手続」といいます。）を実施することを決議いたしました。 

① 当社定款の一部を変更し、下記「（２）変更の内容」に記載の定款変更案第６条の２に定

める内容のＡ種種類株式（以下「Ａ種種類株式」といいます。）を発行する旨の定めを新

設し、当社を種類株式発行会社（会社法第２条第13号に定義するものをいいます。以下同

じです。）といたします（以下「手続①」といいます。）。 

② 手続①による変更後の当社定款の一部を更に変更し、当社の発行する全ての普通株式に全

部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以

下同じです。）を付す旨の定めを新設いたします（全部取得条項が付された後の当社普通

株式を、以下「全部取得条項付普通株式」といいます。）。なお、全部取得条項付普通株式

の内容として、当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を取得

する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引換えに、Ａ種種類株式を0.00001株

の割合をもって交付する旨の定めを設けます（以下「手続②」といいます。）。 

③ 会社法第171条第１項並びに手続①及び手続②による変更後の当社定款に基づき、株主総

会の特別決議によって、当社は、株主の皆様から全部取得条項付普通株式の全てを取得し、

当該取得の対価として、各株主の皆様に対して、当該取得と引換えに、全部取得条項付普

通株式１株につきＡ種種類株式を0.00001株の割合をもって交付いたします。なお、この

際、富士薬品を除く各株主の皆様に対して交付されるＡ種種類株式の数は、いずれも１株

未満の端数となる予定です（以下「手続③」といいます。）。 

 

当社は、株主の皆様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる１株未満の端数につきまして

は、その合計数（会社法第 234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場合

には、当該端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第 234 条その他の

関係法令に定める手続によって売却し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各

株主の皆様に交付いたします。 
 かかる売却手続に関し、当社は、会社法第 234 条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得

てＡ種種類株式を富士薬品に売却することを予定しております。この場合のＡ種種類株式の売

却価格につきましては、別途定める基準日（下記Ⅱ．２．（２）「取得日」において定める取得

日の前日を基準日とすることを予定しております。）において株主の皆様が保有する当社普通

株式の数に 811 円（本公開買付けにおける当社普通株式１株当たりの買付価格）を乗じた金額

に相当する金銭が各株主の皆様に交付されるような価格に設定することを予定しております。 
 ただし、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、

実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 
「定款一部変更の件（Ａ）」は、本完全子会社化手続のうち手続①を実施するものでありま

す。会社法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされ

ていることから（会社法第 171 条第１項、第 108 条第１項第７号）、当社普通株式に全部取得

条項を付す旨の定款変更である手続②を行う前提として、当社が種類株式発行会社となるため、

種類株式を発行する旨の定めを新設するほか、所要の変更を行うものであります。 
また、これまで当社は、現行定款第７条におきまして、当社の事務負担軽減を図るため、

100 株を単元株式数として規定していたところ、同条は、当社普通株式に単元株式数を定める

ものであり、定款一部変更の件（Ａ）で設けられるＡ種種類株式については１株を単元株式数

とすることから、その趣旨を明確にするために所要の変更を行うものであります。 
 
（２）変更の内容 



 

変更の内容は次のとおりです。なお、「定款一部変更の件（Ａ）」に係る定款の一部変更は、

「定款一部変更の件（Ａ）」に係る議案が本臨時株主総会において承認可決された時点で効力

を生じるものといたします。 
（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 
第２章 株  式 

 
（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は、

５，７３６，０００株とする。 
 
 
 
 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（単元株式数） 
第７条  当会社の単元株式数は、１００株

とする。 

 
 

第３章 株主総会 
 
 

（新設） 

第２章 株  式 
 
（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は、

５，７３６，０００株とし、普通株式の発行

可能種類株式総数は５，７３５，９００株、

Ａ種種類株式の発行可能種類株式総数は１０

０株とする。 
 
（Ａ種種類株式） 
第６条の２  当会社は、残余財産を分配す

るときは、Ａ種種類株式を有する株主（以下

「Ａ種株主」という。）またはＡ種種類株式の

登録株式質権者（以下「Ａ種登録株式質権

者」という。）に対し、普通株式を有する株主

（以下「普通株主」という。）または普通株式

の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権

者」という。）に先立ち、Ａ種種類株式１株に

つき１円（以下「Ａ種残余財産分配額」とい

う。）を支払う。Ａ種株主またはＡ種登録株式

質権者に対してＡ種残余財産分配額が分配さ

れた後、普通株主または普通登録株式質権者

に対して残余財産の分配をする場合には、Ａ

種株主またはＡ種登録株式質権者は、Ａ種種

類株式１株当たり、普通株式１株当たりの残

余財産分配額と同額の残余財産の分配を受け

る。 
 
（単元株式数） 
第７条  当会社の普通株式の単元株式数

は、１００株とし、Ａ種種類株式の単元株式

数は１株とする。 

 
第３章 株主総会 

 
（種類株主総会） 
第 17 条の２  第 14 条、第 15 条及び第 17

条の規定は種類株主総会にこれを準用する。 

２ 第 16 条第１項の規定は、会社法第 324 条

第１項による種類株主総会の決議にこれを準



 

用する。 

３ 第 16 条第２項の規定は、会社法第 324 条

第２項による種類株主総会の決議にこれを準

用する。 

 
 

２．全部取得条項に係る定款一部変更の件（以下「定款一部変更の件（Ｂ）」といいます。） 
（１）変更の理由 
 「定款一部変更の件（Ｂ）」は、本完全子会社化手続のうち手続②を実施するものであり、

「定款一部変更の件（Ａ）」に係る変更後の当社定款の一部を更に変更し、当社の発行する全

ての普通株式に全部取得条項を付して、これを全部取得条項付普通株式とする旨の定款の定め

を新設するものです。「定款一部変更の件（Ｂ）」に係る議案が本臨時株主総会で、また、本種

類株主総会議案「全部取得条項に係る定款一部変更の件」が本種類株主総会で、それぞれ原案

どおり承認可決され、本議案に係る定款変更の効力が発生した場合には、当社の発行する普通

株式は全て全部取得条項付普通株式となります。 
  また、手続②の後、下記Ⅱ．に記載の「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案

が本臨時株主総会において原案どおり承認可決されることにより、当社は株主の皆様から全部

取得条項付普通株式を取得いたしますが（手続③）、当該取得と引換えに当社が株主の皆様に

交付する取得の対価は、「定款一部変更の件（Ａ）」に係る定款変更により設けられるＡ種種類

株式とし、当社が全部取得条項付普通株式１株につき株主の皆様に割り当てるＡ種種類株式の

数は、富士薬品を除く株主の皆様に対して交付されるＡ種種類株式の数が１株未満の端数とな

るように、0.00001 株としております。 
   
（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、「定款一部変更の件（Ｂ）」に係る定款変更は、本臨

時株主総会において「定款一部変更の件（Ａ）」及び下記Ⅱ．に記載の「全部取得条項付普通

株式の取得の件」に係る議案がいずれも原案どおり承認可決されること、並びに本種類株主総

会において「定款一部変更の件（Ｂ）」と同内容の定款変更に係る議案が原案どおり承認可決

されることを条件として、平成 25 年５月 16 日に効力が生じるものといたします。 
（下線は変更部分を示します。） 

「定款一部変更の件（Ａ）」に係る変更後の定款 追加変更案 
第２章 株式 
（新設） 

第２章 株式 
（全部取得条項） 
第６条の３  当会社が発行する普通株式

は、当会社が株主総会の決議によってその全

部を取得することができる。当会社が普通株

式の全部を取得する場合には、普通株式の取

得と引換えに、普通株式１株につきＡ種種類

株式を 0.00001 株の割合をもって交付する。 
 
Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 
１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 
 「全部取得条項付普通株式の取得の件」は、本完全子会社化手続のうち手続③を実施するも

のであり、会社法第 171 条第１項並びに「定款一部変更の件（Ａ）」及び「定款一部変更の件

（Ｂ）」に係る変更後の定款に基づき、株主総会の特別決議によって、当社が株主の皆様から



 

全部取得条項付普通株式の全てを取得し、当該取得の対価として、各株主の皆様に対して、当

該取得と引換えに、「定款一部変更の件（Ａ）」に係る定款変更により設けられるＡ種種類株式

を交付するものです。 
 当該交付がなされるＡ種種類株式の数につきましては、株主の皆様に対して、その保有する

全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を 0.00001 株の割合をもって交付するもの

といたします。この結果、富士薬品以外の各株主の皆様に対して取得対価として交付されるＡ

種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。このように割り当てられるＡ種種類株式

の数が１株未満の端数となる株主の皆様に関しましては、会社法第 234 条の定めに従って、以

下のとおりの１株未満の端数処理がなされ、最終的には現金が交付されることになります。 
 株主の皆様に対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を、

0.00001 株の割合をもって割り当てる結果生じるＡ種種類株式の１株未満の端数につきまして

は、その合計数（会社法第 234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場合

には、当該端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第 234 条その他の

関係法令の定める手続に従って売却し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各

株主の皆様に交付いたします。かかる売却手続に関し、当社は、会社法第 234 条第２項の規定

に基づき、裁判所の許可を得てＡ種種類株式を富士薬品に売却することを予定しております。

この場合のＡ種種類株式の売却価格につきましては、別途定める基準日（下記２．（２）「取得

日」において定める取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）において株主の

皆様が保有する当社普通株式の数に 811 円（本公開買付価格）を乗じた金額に相当する金銭が

各株主の皆様に交付されるような価格に設定することを予定しております。 
 
２．全部取得条項付普通株式の取得の内容 
（１）全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事

項 
 会社法第 171 条第１項並びに「定款一部変更の件（Ａ）」及び「定款一部変更の件（Ｂ）」に

係る変更後の当社定款に基づき、取得日（下記（２）において定めます。）において、別途定

める基準日（取得日の前日とすることを予定しております。）の最終の当社の株主名簿に記載

または記録された株主の皆様に対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株の取得と引

換えに、Ａ種種類株式を 0.00001 株の割合をもって交付するものといたします。 
 
（２）取得日 
 平成 25 年５月 16 日 
 
（３）その他 
 「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る全部取得条項付普通株式の取得は、本臨時株

主総会において「定款一部変更の件（Ａ）」及び「定款一部変更の件（Ｂ）」に係る議案がいず

れも原案どおり承認可決されること、本種類株主総会において「定款一部変更の件（Ｂ）」と

同内容の定款変更に係る議案が原案どおり承認可決されること、並びに「定款一部変更の件

（Ｂ）」に係る定款変更の効力が生じることを条件として、その効力が生じるものといたしま

す。なお、その他必要事項については、当社取締役会にご一任願いたいと存じます。 
 
Ⅲ．上場廃止の予定 
 本臨時株主総会において、「定款一部変更の件（Ａ）」、「定款一部変更の件（Ｂ）」及び「全

部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案が原案どおり承認可決され、本種類株主総会に

おいて「定款一部変更の件（Ｂ）」と同内容の議案が原案どおり承認可決された場合には、当



 

社普通株式は、札幌証券取引所の開設する市場であるアンビシャス市場の上場廃止基準に該当

することとなり、平成 25 年４月 12 日から平成 25 年５月 12 日までの間、整理銘柄に指定され

た後、平成 25 年５月 13 日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社の普通株式

をアンビシャス市場で取引することはできません。 
 
Ⅳ．本完全子会社化手続の日程の概要（予定） 
 本完全子会社化手続の日程の概要（予定）は以下のとおりです。 
本臨時株主総会及び本種類株主総会開催日 平成 25 年４月 12 日（金） 

種類株式発行に係る定款一部変更（定款一部変更の件（Ａ））の

効力発生日 
平成 25 年４月 12 日（金） 

当社普通株式の整理銘柄への指定 平成 25 年４月 12 日（金） 

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付に係る基

準日設定公告 
平成 25 年４月 15 日（月） 

当社普通株式の売買最終日 平成 25 年５月 10 日（金） 

当社普通株式の上場廃止日 平成 25 年５月 13 日（月） 

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付に係る基

準日 
平成 25 年５月 15 日（水） 

全部取得条項に係る定款一部変更（定款一部変更の件（Ｂ））の

効力発生日 
平成 25 年５月 16 日（木） 

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式の交付の効力

発生日 
平成 25 年５月 16 日（木） 

 
Ⅴ．支配株主との重要な取引等に関する事項 
 上記Ⅱ．に記載の全部取得条項付普通株式の取得（以下「本件取得」といいます。）は、支

配株主との重要な取引等に該当します。 
 当社は、コーポレートガバナンス報告書において「支配株主との取引等を行う際における少

数株主の保護の方策に関する指針」は定めておりませんが、支配株主との取引等を行う際には、

必要に応じて弁護士や第三者機関の助言を取得するなど、その取引内容及び条件の公正性を担

保するための措置を講ずるとともに、取締役会において慎重に審議の上決定することとし、少

数株主の利益を害することのないよう適切に対応することといたしております。本件取得を行

うに際しても、以下の対応を行っております。 
 すなわち、当社は、本公開買付け及び本件取得からなる一連の取引の公正性を担保するため

の措置及び利益相反を回避するための措置として、平成 25 年１月９日付当社プレスリリース

の３．（７）「本公開買付けの公正性を担保するための措置」記載の各措置を講じております。 
 また、本件取得の公正性を担保するための措置として、平成 25 年３月 25 日開催の当社取締

役会における本件取得の実施に関する議案については、当社の取締役全員が審議及び決議に参

加し、参加した取締役の全員一致で本臨時株主総会に付議する旨を決議しております。また、

当該取締役会における当該議案の審議については、当社の監査役全員が参加し、いずれの監査

役も当社の取締役会が上記の決議を行うことにつき異議がない旨の意見を述べております。 
 さらに、当社の取締役会は、上記決議に先立ち、当社の支配株主との間に利害関係のない赤

れんが法律事務所に対し、当社の取締役会による本件取得の実施の決定が当社の少数株主にと

って不利益なものでないことに関する意見を諮問しました。その結果、当社の取締役会は、平

成 25 年３月 25 日付で赤れんが法律事務所より、本件取得に関して富士薬品以外の全部取得条

項付普通株主の皆様には本公開買付けの公開買付価格と同等の金額（本件取得前に保有してい



 

た普通株式１株当たり 811 円）の交付が予定されていることなどを前提として、①本件取得の

目的の合理性、②本件取得を実施することの必要性・妥当性、③本件取得の条件の公正性・妥

当性、及び④本件取得の手続きの適正性の各観点から総合的に検討すると、当社の取締役会に

よる本件取得の実施の決定は、当社の少数株主にとって不利益なものではないと考えられる旨

の意見を得ております。 
以上 

 


